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〜略歴〜
外資系 SIer にてデータ分析 ソリューション部門に所
属。流通業・メディア業界へ顧客分析ソリューション 
や データ マネジメント 製品の提案に従事。その後、
同社内の官公庁・自治体部門にて コンサルティン
グ、SI、AI、ハードウェアなど多岐にわたる製品と
サービスを扱う営業として従事。2021 年 7 月より現
職。



デジタル トランスフォーメーション （DX） が
重要な政治アジェンダに

新型コロナウイルス がきっかけで　在宅勤務、

リモート授業、遠隔診断等の必要性が高まった

デジタル技術を用いた行動変容の必要性

新内閣の重要アジェンダに

デジタル庁設置へ

ガバメントクラウド、自治体システム標準化



自治体の現状

       

       DX は何から始めればいいのかわからない

       DX 推進計画を策定に向けて動き始めた
       ばかりでデジタル人材を集めている

　   現行業務との兼任で DX 検討の時間がない

  

　   

　　　      チーフ デジタル オフィサーの就任

       デジタルファースト宣言

        DX 推進計画の策定

        スーパーシティ構想への参画

        スマートシティの実現

        DX アドバイザー、フェローの着任

        ガバメント クラウドの実証に応募、参加

デジタル変革が進み始めている自治体
これからデジタル変革を
進めようとしている自治体

ガバメント クラウドへの移行と言われて

 いるが、体制や人員含め見通しが立たない



Google のサービスを生み出した基盤を自治体の皆様へ
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イノベーション創出

のための

コラボレーション基盤

消費者のニーズに

タイムリーに応える

開発体制と IT 基盤

勘と経験によらない、属

人化から脱却するため

のデータ基盤

カルチャーの変革をもたらす

クラウド型の生産性向上ツール

アジリティ、拡張性、安全を備える

Google のインフラストラクチャ

意思決定を促進する、AI に組み込

まれた分析プラットフォーム



大規模な設備投資
2019 年 12 月までの 3 年間、インフラへの積極的な
設備投資を 実施

グローバル スケール
現在、世界に 29 リージョンを保有し、今後も
拡大予定

セキュリティを重視
約 20 年にわたる安全なクラウド運用の実績

高い信頼性 
各業界固有の基準に準拠



カーボン 
ニュートラルを達成
（排出量のオフセット）

100% 再生可能
エネルギー
（排出量の削減）

あらゆる場所で常時、
カーボンフリーの
エネルギー
（炭素排出の消滅）

2007 年から

Google は十分な高品質の

カーボン オフセットと

再生可能エネルギーを

購入し、正味運用排出量を

ゼロにした

2017 年から

Google は世界の年間電力

使用量を風力及び太陽光エ

ネルギーの購入量と

一致した。 しかし、特定の場

所と時間でまだ炭素ベース

の電力に依存する施設があ

る

2030 年までに

Google は通年 1 時間ごと

の運用中の電力使用量を近

くの（同じ地域

グリッド上の）カーボン フリー 
エネルギー源と

一致させる予定

  消費電力を  100% 再生可能エネ

  ルギーで賄う  Google Cloud に

  移行するだけで正味排出量が

  ゼロになり、デジタル環境の

  フット プリントが削減される

Google のサステナビリティへの取り組み

2030 年までにすべてを脱炭素、再生可能エネルギーで運用

持続可能性への取り組み



日本独自に規制に合わせた
コンプライアンス対応

日本における Google Cloud

第三者認証と
コンプライアンス

日本のお客様のニーズに
即した日本語サポート体制

24 時間 365 日
対応のサポート

 国内に東京、大阪の  2 つの
Google Cloud リージョンを保
持

インフラストラクチャ
の拡充



契約の準拠法を日本法とし、合意管轄裁判

所を東京地方裁判所と設定

　Google Cloud では、日本の官公庁や公共機

関のお客様に対し、所定の調達条件等に沿う

形で、書面での契約においては、契約の準拠

法を日本法とし、合意管轄裁判所を東京地方

裁判所と設定しております。 ※

Google Cloud はセキュリティ、プライバシーとコンプライアンスを最優先

※出典 : Google Cloud Japan 公式ブログ、「日本の公共機関における  Google Cloud 契約の準
拠法・合意管轄裁判所について 」（2020 年 9 月 1 日）

https://cloud.google.com/blog/ja/products/gcp/agreements-for-ja-public-sector
https://cloud.google.com/blog/ja/products/gcp/agreements-for-ja-public-sector
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Google Cloud は、世界各地の規制機関によって審査され、共同監査によって検証された、グローバルな制御機能を提供している唯一のクラウド 
ベンダーです。コンプライアンスを簡略化し、それに伴うお客様のコストを抑えることができます。詳細はこちらをご参照ください。
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https://cloud.google.com/security/compliance/offerings#/

グローバルに一貫した管理が可能な唯一のクラウド
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https://cloud.google.com/security/compliance/offerings
https://cloud.google.com/security/compliance/offerings#/


Google Cloud はすでに監査を終了、Google Cloud、

Google Workspace、Apigee Edge が 2021 年 3 月 12 日

に認定を取得。同年、12 月 21 日には、AppSheet、Bare 

Metal Service も新たに認定取得。

ISMAP クラウドサービスリスト へのリンク

ISMAP 登録により、Google Cloud は日本政府及び関連

する独立行政法人と連携するための道が開かれるだけで

なく、地方自治体が Google Cloud と Google Workspace に

データを保存し、さまざまな作業を実行する

ことも可能となります。

Google Cloud は「政府情報システムのための
セキュリティ評価制度（ISMAP）」登録を完了

詳細はこちら : Google Cloud Japan 公式ブログ「Google Cloud、 ISMAP の登録を完了」（2021 年 3 月 18 日）

https://www.ismap.go.jp/csm?id=cloud_service_list
https://cloud.google.com/blog/ja/products/gcp/google-cloud-ismap


行政機関のデジタル トランスフォーメーション （DX）を通じて、

「デジタル田園都市国家構想」の実現を支援

2021 年 9 月 Google Cloud は、中央省庁及び地方自
治体が利用する「ガバメントクラウド」でクラウドサービ
スプロバイダー  の 1 社として選定

デジタル庁が要求する技術要件を満たし、クラウド
サービスの柔軟性、迅速性が評価され採用

クラウドサービス  の提供を通じ、国民が心豊かに暮ら
し（Well-being）、持続可能な環境・経済
（Sustainability）を有する社会を目指します

「デジタル田園都市国家構想」を皆様と共に実現　で
きるよう、努力を重ねていく次第です

https://www.digital.go.jp/policies/posts/gov_cloud
https://www.digital.go.jp/posts/zytWmjcS
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digital_denen/dai1/siryou4.pdf


課題:  コロラド州では、他の多くの州と同

様、交通事故による死者数が

毎年数百人にものぼっています。

安全性向上のために設計された

インテリジェントな 道路交通システムを構

築、長期的な取り組みの一環と

して、Advanced Data Analytics 
Platform（「ADAP」）を通じてビッグデータ

を活用。 

コロラド州運輸局（CDOT）

23,000 マイルに及ぶ

インテリジェント な道路 
600,000 か所の道路

セグメント座標をレポート 

CDOT は州道からデジタル情報を生成し、インテリジェンス と予測分析に利用、

レガシー の データセット を新しいデータセットと紐づけ、他のデータソース と
を統合しました。データドリブンな意思決定により、全体的なコスト削減、道路の

最適化、予知保全、安全性の向上を達成。

コロラド州の道路を走る各車両の速度を GPS 情報やビ
デオカメラ情報で認識し、渋滞の
発生している箇所を特定し、その情報を交通管制等に活
用しています。

スマート アナリティクス:  データを使って交通管理を推進

488 台の レガシーカメラ をリ

アルタイム モニタリング 

先進事例



課題:  ロサンゼルス市の Information 
Technology Agency（ITA）の抱える任務のひ

とつは、成長を続ける都市に住む

400 万人の住民に、緊急時に必要な情報を伝

達するテクノロジーを配備すること。

ロサンゼルス市  

発生から 1 時間以内に情

報を提供する Google 
マップを生成し通知

緊急時、 Google Maps Platform 
で 36 時間以内に 350 万ビューの

アクセス

Google は、災害緊急時の避難所や、地元のホームセンター（DYI ストア、工具店）、

リアルタイムの天気など、周知が必要な最新の公衆安全情報や、コミュニティ サービス

情報を視覚的に共有できるようサポートを行いました。

災害時における市から住民への情報提供を

地図情報（Google Maps）に表示し、情報

提供の迅速化と確実性を実現しています。

ロサンゼルス市、市民への情報提供と生活サポートに Google Cloud を使用

セキュリティの管理だけではな

く、ツールアプリ、機能にフォーカ

ス

先進事例

詳細はこちら : 「City of Los Angeles: Using Google Maps to inform and empower citizens」

https://cloud.google.com/customers/city-of-la-ita-maps


Google フォームや、Google カレンダー、
Google Meet を活用し、地域住民との
コミュニケーションを円滑にすることができます。

デジタルを活用したコミュニケーション

 出典元 : g-SPHERE 2020/12 Vol.20 「CDOが仕掛ける群馬県のデジタル化職員のデジタル体験が導く意識改革」
              ：ぐんまオンライン相談予約システム

Calendar Forms Meet

自治体 DX

http://www.innovation-nippon.jp/gsphere/g-SPHERE_vol20_low.pdf
https://www.pref.gunma.jp/07/cn01_00005.html


Grow with Google とは

Google 日本法人では、日本中のさまざまな方々の

デジタルスキルを底上げし、皆様のビジネスやキャリ

アをさらに発展させ、日本経済のさらなる成長に貢献

するため「Grow with Google」を開始しました。

取り組みの一環として

 「自治体のデジタル改革について知りたい」

 「デジタル改革のきっかけを掴みたい」

 「活用できる事例が知りたい」

という自治体・公務員の方々に向けたオンラインのレ

クチャーなどを行っています。

新しいスキルを、すべての人に

詳細はこちら

https://grow.google/intl/ALL_jp/local-government/


全国 30 以上の自治体と共にデジタル化を推進　自治体職員約 2.7 万人以上が受講

デジタルファースト宣言 with Google
働き方改革／仙台商工会向け

働き方改革／地元のスタートアップ企業

デジタルマーケティング／

地元の中小企業

デジタルマーケティング／

県職員と地元の中小企業

働き方改革／県職員向け 働き方改革／県職員向け

働き方改革／県庁全職員受講 (4,300人) 働き方改革／県庁全職員受講 (5,000人)

働き方改革／県庁全職員受講 (4,000人) 働き方改革／県庁全職員ご案内

他、渋谷区、千葉市、都城市、宝達志水市、浜松市、木津川市、西海市、与論町、三島市、廿日市市、竹富町、座間味村、

久留米市、島田市、宇和島市、田村市、伊勢市、佐賀市、桑名市、仙台市、焼津市、横須賀市で実施

自治体との取り組み



さまざまな小規模の市民サービスを支援するシステムが存在、サイロ化となる傾向

子育て・育児

出産から老後まで、公共自治体の市民へのサービス業務は膨大

インフラ施設計画
システム

産業振興、企業誘致
補助金システム

出産・母子健康

電気・水道・ガス
インフラ

医療・
国民保険

生活・消費
      相談

納税、税金

環境問題・SDGs

国民年金計算、登録
システム

住宅・公園
緑地化

老後・介護

災害・救急

教育・成人

Application 
Modernization

 市内交通、交通規制
 通知

  国民健康診断

  管理

高齢者スマホ
促進対応

市民サービスシステムの例



Google Cloud は Google のテクノロジーがたくさん盛り込まれた

デジタルツールを活用して

自治体の皆様の「デジタル変革の一歩」を全力で支援します



Thank you

ご清聴いただき、誠にありがとうございました


